
地域公共交通会議と
福祉有償運送運営協議会の共同開催

岐阜県高山市 都市政策部都市計画課

福祉部高年介護課

高山市公共交通活性化協議会の取り組み
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高山市の概況 （令和３年４月１日現在）

人口 ８５，９３９人

世帯数 ３５，７８１世帯

６５歳以上人口（高齢化率） ２８，３６９人 （３３．０％）

面積 ２，１７７.６７㎢

・Ｈ１７.２.１に１市９町村が合併し日本一広い面積を有する市となった
・支所地域ごとに地域特性や人口構造などが異なるため、地域に応じた交通体系を検討
・コロナ前のH31年には観光客が年間473万人（うち外国人61万人）訪れる国際観光都市

（R2年は230万人（うち外国人11万人））

【主な交通手段】
幹線バス（濃飛バス）
自主運行バス（のらマイカー（デマンドタクシー含む）、まちなみバス、匠バス）
タクシー
交通空白地有償運送（たかね号）
福祉有償運送
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高山市
地域公共交通体系
の概念図
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匠バスの紹介

・観光特化型バスとして令和２年４月１日から運行開始
・３路線を運行（東西線、南北線、飛騨の里線）
・１乗車１００円
・外装は高山祭をテーマとした装飾
・内装には飛騨の伝統工芸である一位一刀彫

や飛騨春慶を取り入れている

高山へお越しの際は、ぜひご乗車ください！
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高山市公共交通活性化協議会

公共交通

活性化協議会

交通体系

部会

福祉有償運送

部会

有識者（加藤教授）、市都市政策部、
運輸局、警察、国道事務所、土木事
務所、県公共交通課、バス事業者
関係、タクシー協会、身体障害者福
祉協会、長寿会、社会福祉協議会、
福祉有償運送事業者、自家用有償
運送事業者、観光コンベンション協
会、商工会議所、商店街組合

有識者（加藤教授）、市都市政策
部・福祉部、運輸局、バス事業者関
係、タクシー協会、身体障害者福祉
協会、長寿会、社会福祉協議会、福
祉有償運送事業者
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公共交通活性化協議会（本体）

規約（第３条）

協議会は、第１条の目的を達成するため、次の事業を行う。

⑴ 生活交通（市民の日常生活に必要不可欠なバス等の輸送サービスをい

う。）の確保及び安全かつ円滑な道路交通の確保のための協議に関すること。

⑵ 自家用有償旅客運送に係る協議に関すること。

⑶ 地域公共交通網形成計画の策定及び変更の協議に関すること。

⑷ 地域公共交通網形成計画の実施に係る連絡調整に関すること。

⑸ 地域公共交通網形成計画に位置づけられた事業の実施に関すること。

⑹ 前各号に掲げるもののほか、当協議会の目的を達成するために必要なこと。

事務局：
都市計画課
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交通体系部会（規約第７条第２項第１号）

法の規定に基づき、地域における需要に応じた住民の生活に必要なバス等の乗
合旅客輸送の確保その他旅客の利便の増進及び交通空白地域の解消を図り、地
域の実情に即した輸送サービスの実現に必要となる次の事項を協議する。

ア 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃・料金等に関する

事項

イ 法第７９条の規定に基づき交通空白地有償運送の登録（法第７９条の６第
１項の規定に基づく有効期間の更新の登録及び法第７９条の７第１項の規定に
基づく変更登録を含む。）を申請する場合における運送の必要性、旅客から収
受する対価に関する事項

ウ 法第７９条の１２第１項第４号の規定による合意の解除に関する事項

エ 部会の運営方法その他協議会が必要と認める事項

事務局：
都市計画課
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福祉有償運送部会（規約第７条第２項第１号）

法の規定に基づき、自家用車による福祉有償運送の適正な運営の確保を通じ
た福祉向上を図るため、福祉有償運送の必要性、これらを行う場合における旅
客から収受する対価その他福祉有償運送の適正な運営の確保のために必要とな
る次の事項を協議する。

ア 法第７９条の規定に基づき福祉有償運送の登録（法第７９条の６第１項
の規定に基づく有効期間の更新の登録及び法第７９条の７第１項の規定に基づ
く変更登録を含む。）を申請する場合における運送の必要性、旅客から収受す
る対価に関する事項

イ 法第７９条の１２第１項第４号の規定による合意の解除に関する事項

ウ 部会の運営方法その他協議会が必要と認める事項

事務局：
高年介護課
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公共交通活性化協議会設置の経緯

高山市総合交通協議会
の設置（H17）

→企画課とりまとめ

総合的な交通を検討するた
め、交通弱者の足を確保す
るため、交通体系部会と有
償運送部会を設置

高山市公共交通活性化
協議会の設置（H21）

→部会を引き継ぐ

＜現在＞

交通体系部会（都市計画課）

福祉有償運送部会（高年介護課）

H17合併前

合併前の旧町村ごと
に運行の取り扱いが
バラバラ

（直営、委託、有償運
送など）

元々の交通体系 協議会・部会を設置 公共交通活性化協議会
へ引き継ぎ
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交通部門と福祉部門の連携（メリット）
・交通体系部会のみに属する委員もいるが、福祉有償運送部会の委員は

交通体系部会委員を兼ねている。

・交通体系部会（担当：都市計画課）に属する議題のみの場合でも、

福祉有償運送部会を担当する高年介護課も会議に出席している。

→どちらの部会の課題も共有することができる

→公共交通全体を把握し、地域住民にとって利用しやすい公共交通を

考えることができる

→公共交通担当部署と福祉有償運送担当部署の連携を図ることにより

施策に反映できる
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地域の生活向上のための新たな検討
・企業との連携により、モデル地域を選定し「生活向上」の視点での取り組み
の検討を行っている

・地域全体を考える場合、公共交通と福祉は切っても切れない関係

→高齢化が進むなか、福祉有償運送に頼らざるを得ない状況は誰の身にも起こ
り得るため、両方の側面から検討を行っている

→今後は高齢者の方などの、おでかけのきっかけとなるような取り組みやその
他観点からの検討など、地域の生活向上につなげたい

→交通と福祉の連携がますます重要となる
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医療・福祉

•地域包括ケアシステム

買物・生活

•移動・見守りサービス

交通

• おでかけ（ＭａａＳ検討）


